
669,734,888 円 464,275,503 円

現 金 及 び 預 金 98,793,785 164,513,006

預 け 金 300,000,000 87,653,933

営 業 未 収 金 6,453,477 194,275

貯 蔵 品 28,040 5,845,700

旅 行 前 払 金 222,036,730 35,067,111

前 払 費 用 8,662,433 5,686,845

そ の 他 流 動 資 産 33,760,423 4,628,400

15,734,502 160,686,233

 無 形 固 定 資 産 2 26,905,740

電 話 加 入 権 2 14,905,740

 投資その他の資産 15,734,500 12,000,000

差 入 保 証 金 724,500 491,181,243

供 託 金 15,000,000 株   主   資   本 194,288,147

そ の 他 投 資 等 10,000 100,000,000

229,283,096

100,000,000

129,283,096

△ 134,994,949

△ 134,994,949

繰越利益剰余金 △ 134,994,949

194,288,147

685,469,390 685,469,390

当期純損失 48,211,477 円

そ の 他 流 動 負 債

固   定   負   債

資   産   合   計 負債および純資産合計

負   債   合   計

そ の 他 固 定 負 債

繰 延 税 金 負 債

固   定   資   産

純　資　産　合　計

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

その他資本剰余金

貸 借 対 照 表
（2021年3月31日現在）

株式会社ＫＮＴ－ＣＴウエブトラベル

資          産          の          部 負  債  お  よ  び  純　資  産  の  部

科               目 金               額 科               目 金               額

賞 与 引 当 金

預 り 金

未 払 費 用

流   動   資   産 流   動   負   債

営 業 未 払 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等



個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産
　　主として定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備
　及び構築物については、定額法を採用しております。

２．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権等特定
の債権は財務内容評価法で計上しております。
　なお、貸倒実績および個別に回収不能と見込まれる債権残高がないため、引当金は設定
しておりません。

(2) 賞与引当金
　従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する見積額を
計上しております。

３．収益の計上基準
　自社の企画旅行商品等の販売については旅行終了時に計上し、他社の企画旅行商品、手配旅行等
の代理販売については発券時に計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 消費税等の会計処理方法
　税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
 「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ
通算制度への移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた
項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関
する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計
に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日）第44項の定め
を適用せず、繰延税金資産および繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいて
おります。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の数

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

配当金支払額
　該当事項はありません。

4,000株 － － 4,000株普通株式

株式の種類
当事業年度期首の 当事業年度の 当事業年度の 当事業年度末の

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数


